
地域研究レポート

埼玉りそな経済情報2022.9埼玉りそな経済情報2022.95 6

近年、わが国では小学校の統合が進んでいる。統
合は、児童数が減少した小学校を廃校にして、近隣
の小学校に児童を引き継ぐという形が多いが、複数
の小学校を同時に廃校にして、新設した小学校に児
童を受け入れるといったケースもみられる。
埼玉県は、児童数の減少スピードが地方より遅

かったこともあって、小学校の統合が緩やかに進んで
きたようにみえるが、県内を市町村ごとにみると、小
学校の数が大きく減っている市や村がある一方で、
現在も増えている市や町があるなど、統合の動きに
はバラツキがみられる。
現時点で県内に小学校のない市町村は存在しな

いが、平成の大合併以前の市町村区分でみると、地
域内から小学校が姿を消した旧大滝村のようなケー
スもあり、地方で先行する統合の動きは決して他人
事とはいえない状況にある。以下で、埼玉県における
小学校統合の動きについてみてみたい。

文部科学省の学校基本調査によると、全国の小学
校に在籍する児童の数は、第二次世界大戦後に誕
生したベビーブーム世代の子どもたちが入学し始め
たことから、1950年代に入って大きく増加した。
1958年度に戦後最初のピークとなる1,349万人に

達した後、いったん減少したものの、1970年代に第
二次ベビーブームが起こると、児童数は再び増加に
転じた。しかし、1981年度に1,192万人と2度目の
ピークを記録して以降、児童数は40年以上にわたっ
て減少基調を続けている。2000年代に入って減少
ペースはやや緩やかになったものの、直近の2021年
度の児童数は622万人と、戦後最初のピークの半分
以下の水準となっている。
全国の小学校についても、児童数がピークとなっ

たのとほぼ同時期の1957年度に26,988校まで増
加したが、1960年代に入って減少した。これは、昭和
の大合併と呼ばれる大規模な市町村合併が進めら
れるなかで、文部省（現・文部科学省）が1957年に作
成した「学校統合の手引き」に沿って、公立学校の統
合が進められたことが影響していた。
しかし、性急な学校統合に対しては、廃止対象と
なった学校の地元住民などを中心に反対運動が行
われることが多く、場合によっては地域間の対立を招
くケースもみられた。1973年の通達で、文部省が無
理な統合を避け、小規模校の利点を考慮するよう、
設置者である市町村に促したことから、学校統合の
動きはいったん終息することとなった。
その後は、第二次ベビーブームによって児童数が2
度目のピークに向かうなかで、小学校についても緩や
かに増加したものの、25,064校となった1984年度
以降は長らく減少基調を続けてきた。
2000年代に入ると、児童数の減少ペースがそれ

までより緩やかになる一方で、小学校の減少ペース
は速まっている。これは、1999年にスタートした平成
の大合併と呼ばれる市町村合併を契機に、再び公立
学校の統合が各地の市町村で進められるようになっ
たことが大きい。
平成の大合併は、市町村合併特例新法が期限切

れとなった2010年をもって終了したが、市町村が学
校を統合する動きは続いている。全国の小学校数は
2021年度には19,336校まで減少している。

2021年度における小学校の数を都道府県別にみ
ると、1,328校の東京都が圧倒的に多く、以下、994
校の大阪府、984校の北海道、970校の愛知県が続
いており、812校の埼玉県は全国で6番目になってい
る。逆に、小学校が最も少ないのは118校の鳥取県
で、次は160校の香川県である。
平成の大合併がスタートした1999年度から2021
年度までの間に、全国の小学校の数は20.1％減少し
た。この間、都道府県別で最も減少率が大きかったの
は▲44.5％の秋田県で、▲44.4％の青森県が続い
ている。東北地方の減少が目立っているが、▲
37.9％の鳥取県、▲36.6％の北海道、▲36.2％の熊
本県など、減少率が大きい道県は各地方にみられる。
一方、最も減少率が小さいのが▲1.8％の神奈川
県で、▲1.9％の愛知県が続いており、▲3.7％の埼
玉県は全国で3番目となっている。以下、▲5.3％の
沖縄県を除けば、減少率が小さいのは▲6.1％の大
阪府、▲7.6％の滋賀県、▲8.2％の東京都など都心
部の都府県に多い。
出生数の減少が続くなかでも、東京一極集中に代
表されるような、地方から都心部への人口移動が続
いてきたことで、地方の児童数の減少率がより大きく
なる一方、都心部における減少率は小幅なものに抑
えられてきた。これが都道府県別にみた小学校数の
減少率の違いに反映されている。

埼玉県の児童数が1982年度のピークから大きく
減少するなかでも、小学校の減少ペースが全国より
緩やかなものにとどまっているのは、1校あたりの児
童数の違いが影響している。
全国の児童数がピークだった1982年度における
小学校1校あたりの児童数は476.9人で、これが
2021年度には321.9人まで減少した。1学年の人数
を単純平均すると53.6人となる。東京都や大阪府な
どの都心部の都府県を除くとこれらの数字はさらに
少なくなり、地方では1学年で2つの学級を維持する
ことが困難な学校が増えている。
埼玉県でも、小学校1校あたりの児童数はピーク

だった1982年度の813.4人が、2021年度には
447.3人まで減ってきているが、それでも1学年の単
純平均は74.5人となっている。
学校教育法施行規則第41条は、「小学校の学級
数は、12学級以上18学級以下を標準とする。ただし、
地域の実態その他により特別の事情のあるときは、
この限りではない。」と定めており、1学年の標準の学
級数を2～3と想定している。
そもそも、小学校の役割には、義務教育を通じて
個人の個性や能力を伸ばし、人格を高めるという側
面に加えて、社会の形成者として求められる共通の
言語、文化、社会規範などの基礎的な資質を身に着
けさせるという側面がある。
そうしたなかで、児童の数が少なくなると、学級替

えをすることが出来ず、人間関係が固定化してしまう。
児童生徒が集団の中で多様な考えに触れ、認め合
い、協力しあい、切磋琢磨することを通じて一人一人
の資質や能力を伸ばしていくという小学校の特質が
十分に機能しなくなるおそれがある。また、チームで
実施するサッカーや野球などの部活動を行うことに
も大きな制約がかかることになる。
2021年度における全国の公立小学校の学級規

埼玉県の児童数も、全国と同様、1958年度に
351,547人となって戦後最初のピークを迎えたが、
いったん減少した後、1960年代半ば以降は東京一
極集中の影響を受けて急激に増加し、1982年度に
は最初のピークを大きく超えて658,052人に達した。
その後、児童数は減少に転じ、1990年代後半にいっ
たん横ばいとなった後、2000年代の後半からは再び
減少が進んでおり、2021年度には363,199人となっ
ている。

埼玉県の小学校は、482校だった1950年度以降、
徐々に増加していたが、1960年代半ば以降に児童
数が急増したのに合わせて、こちらも増加ペースが
速まった。児童数がピークになった1982年度に809
校に達した後も、1999年度の843校まで増加を続け
たが、その後は緩やかな減少に転じ、2021年度には
812校となっている。

模別学校数をみると、標準の12～18学級は5,640校
と全体の29.9％にとどまっている。標準を下回る6～
11学級が6,309校（33.4％）で最も多く、5学級以下
の小学校も1,777校（9.4％）ある。少子化に歯止め
がかからず、今後も児童数の減少が見込まれるなか
で、全国の小学校の統合がさらに進むことは避けら
れない状況にある。

1999年度の843校から2021年度の812校まで、
31校の減少となった埼玉県の小学校だが、市町村
別にみるとその動きにはバラツキがある。
すなわち、この間、小学校が減少した自治体が県
内で25市町村にのぼる一方、小学校が増加した自治
体が8市町みられる。増加したのはさいたま市、越谷
市、戸田市、朝霞市など都心に近く、通勤通学の利便
性が高い自治体が多い。1校が増加した滑川町も、
2001年に東武東上線の新駅「つきのわ駅」が誕生
して、交通利便性が向上したことが寄与したとみられ
る。これら8市町合計13校の増加が埼玉県全体の減
少率を小さくしている。
一方、小学校の減少数が多いのは5校が減少した
秩父市、4校が減少した春日部市、3校が減少した久
喜市、幸手市、東秩父村だが、平成の大合併で複数
の町村と合併した自治体が多く、財政面などの必要
性から学校統合を迫られた面がある。

内外にその魅力を発信しながら、他の地域や都市と繋
がっていくという新たな国土形成を目指すとしている。

デジタル田園都市国家構想とは
２０２２年６月にデジタル田園都市国家構想基本方
針（以下、『基本方針』と言う。）が閣議決定された。
この構想において、デジタルは「地方の社会課題

（人口減少、過疎化、産業空洞化等）を解決するため
の鍵であり、新しい付加価値を生み出す源泉」である
とし、デジタルインフラを急速に整備し、官民双方で地
方におけるＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を
積極的に推進する必要があるとした。
この構想の意義・目的は、様々な社会課題に直面す
る地方にこそ、テレワークや遠隔教育・遠隔医療など
新たなデジタル技術を活用するニーズがあり、デジタ
ル技術の活用によって、地域の個性を活かしながら地
方の社会課題解決、魅力向上のブレークスルーを実
現し、地方活性化を加速させることにあるとしている。
また、この構想の実現により、地方における都会との
情報・サービスの格差を解消し、暮らす場所、年齢、性
別にかかわらずあらゆる国民がデジタル化の恩恵を
享受できる社会、いわば「全国どこでも誰もが便利で
快適に暮らせる社会」を目指すとしている。
デジタル田園都市国家構想と「田園都市構想」は、
地方の個性を活かすという点に共通性があるが、「田
園都市構想」のスローガンが「都市に田園のゆとりを、

田園に都市の活力を」であったように、大平元首相は、
都市と地方はその役割を相互的に補完しあう関係と
捉え、格差の解消が目的ではなかった一方、岸田首相
はデジタル技術を活用し、都市と地方の情報・サービ
スの格差を解消する（その結果、全国どこでも誰もが
便利で快適に暮らせる社会となる）ことを目標として
いる点で異なると言える。

デジタル田園都市国家構想の取組方針
基本方針では、デジタル田園都市国家構想の実現

に向けた取組方針として、①デジタルの力を活用した
地方の社会課題解決、②デジタル田園都市国家構想
を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備、③デジタ
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はじめに
２０２１年１０月に発足した岸田内閣の経済政策とし
て、成長と分配の好循環を目指す「新しい資本主義」
が掲げられた。この「新しい資本主義」の成長戦略の
柱のひとつが、デジタル技術の活用により、地域の個
性を活かしながら、持続可能な経済社会を目指すデ
ジタル田園都市国家構想である。
本稿では、このデジタル田園都市国家構想につい

て、その起源である「田園都市構想」の内容を確認す
るとともに、２０２２年６月に閣議決定されたデジタル田
園都市国家基本方針について整理する。

田園都市構想からの継承
デジタル田園都市国家構想は、１９７０年代に大平
元首相が提唱した「田園都市構想」が基となっている。
この「田園都市構想」は、「都市に田園のゆとりを、田
園に都市の活力を」をスローガンに、国家の長期的な
ビジョンを示したものであるが、この構想の基本的な
考え、方向性については、１９７９年１月の大平元首相
の国会施政方針演説に示されている。
【第８７回通常国会　大平正芳内閣総理大臣施政
方針演説　１９７９年１月２５日】

ル人材の育成・確保、④誰一人取り残されないための
取組の４つが示され、それぞれにＫＰＩ（重要業績評価
指標）が設定されている。
また、基本方針において、地方における取組を促す
ため、地方がイメージしやすいように6つの類型を「地
域ビジョン」として提示している。

今後のデジタル田園都市国家構想の進め方
基本方針では、構想実現に向けた今後の進め方と

して、政府は年内を目途に、「まち・ひと・しごと創生総
合戦略」を抜本的に改訂し、「デジタル田園都市国家
構想総合戦略（仮称）」を作成するとした。また、地方
に対しては、その総合戦略に基づき、コロナ禍やデジ

タル技術の浸透・進展などを踏まえて、目指すべき地
域像を再構築し、地方版総合戦略を改定するよう努
め、具体的な地方活性化の取組を推進するように求
めている。
また、地方公共団体、民間企業、個人など様々な主
体の意欲を高め、広く国民全体の関心を高めるため、
「Digi田甲子園」を開催し、デジタル田園都市国家構
想の実現に向けた地域の取組を広く募集し、特に優
れたものを内閣総理大臣賞として表彰する。地方公
共団体を対象とする「夏のDigi田甲子園」（２０２２年
夏）と、民間企業や個人も参加する「Digi田甲子園」
（２０２２年末）の２種類がある。
デジタル田園都市国家構想は、令和３年度補正予
算と令和４年度予算を合わせると、関連する予算が
総額5.7兆円にも及ぶ。そのうち、デジタル田園都市
国家構想推進交付金は令和３年度補正予算にて
200億円が計上され、地方公共団体におけるサテラ
イトオフィスの整備・運営、利用促進の取組やデジタ
ル実装の取組に対し支援が行われている。

埼玉県のデジタル政策
埼玉県は、２０２１年３月に「埼玉県デジタルトランス

フォーメーション推進計画」を策定した。同計画におい

て、埼玉県が目指すビジョンは、「社会全体のＤＸの実
現による、快適で豊かな真に暮らしやすい新しい埼玉
県への変革」であるとした。新型コロナウイルス感染
症の感染拡大を機に、行政サービスのデジタル化の
遅れが露呈したことにより、喫緊の課題である行政の
デジタル化への対応を中心とした施策となっている。
また、埼玉県では「埼玉版スーパー・シティプロジェ
クト」として、20年、30年先においても地域の活力を
維持するとともに、医療・福祉・商業等の生活機能を

確保し、子どもや高齢者等が安心して暮らせるような
コンパクトなまちづくりを目指している。このプロジェク
トを実現するための要素として、①【コンパクト】必要
な機能が集積しゆとりある魅力的な拠点を構築、②
【スマート】新たな技術の活用などによる先進的な共
助を実現、③【レジリエント】誰もが安心して暮らし続
けられる持続可能な地域を形成の3つを挙げている。
同プロジェクトは、大野知事の２０１９年の知事選にお
ける公約の一つを具体化したもので、必ずしもデジタ
ルに特化したプロジェクトではないが、②で新たな技
術の活用がうたわれている。埼玉県はこのプロジェク
トに参加する市町村を募り、11市町が計画にエント
リーをした。
「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」は幅広い分
野で未来社会を志向するものであるが、デジタル田園
都市国家構想は、人口減少や少子高齢化等、特に地
方で深刻化する社会課題に焦点を当て、課題解決を
図ることに重きを置いている。

おわりに
２０１４年に地方創生の取組が始まり約8年が経過
した。日本が抱える人口減少・少子高齢化、東京圏へ
の一極集中、産業の空洞化等の社会課題は未だに解
決に至っていないどころか、むしろ深刻化している状

況である。そのような
中、岸田首相により掲
げられ、動き始めたデ
ジタル田園都市国家
構想。デジタル技術を
活用し地方から全国へ
ボトムアップの成長を
図る新たな地方創生
への取組として、目標
とする「全国どこでも
誰もが便利で快適に暮
らせる社会」が実現す
ることを期待したい。

「田園都市構想」は、地域の自主性や個性を重んじ、
かつ多彩な国土形成を目指すことを目標としたもので
あり、１９７０年代前半に田中角栄元首相が推進し、国
主導の均衡ある発展を目指した「日本列島改造計
画」とは対称的である。
岸田首相は著書「岸田ビジョン（講談社+α新書、

２０２１年）」の中で、「『田園都市構想』は、都市に田園
のゆとりを、田園に都市の活力をもたらし、両者の活
発な交流により地域社会と世界を結ぶ国づくりを目指
すものです。地域の個性を活かし、みずみずしい国民
生活を築いていくことを目標としており、大都市におけ
る過密の解消や生活環境の改善、都市もふるさと社
会と感じることができる『住みよいまち』に変えていこ
うという考えで、現在強く求められている『分断から協
調へ』、『集中から分散へ』、『東京一極集中是正』と
いった方向性とも合致しています。」と述べ、現代の日
本が抱える社会問題に対しても通用する構想である
としている。
「田園都市構想」は１９８０年に大平元首相が在任
中に急逝したため、実際の政策としては殆ど実行に移
されず40年以上が経過した「古い構想」であるが、当
時は存在しなかったデジタルを取り入れ、「新しい構
想」として復活したものがデジタル田園都市国家構想
である。岸田首相は、デジタル技術を活用し、地方が

動き始めた
デジタル田園都市国家構想

県内には、現時点で小学校のない市町村は存在し
ないが、横瀬町や東秩父村のように、既に小学校が1
校になっている町村はある。ちなみに、秩父市は、
2005年に吉田町、荒川村、大滝村と合併したが、旧
大滝村の地域では、最後に残っていた大滝小学校が
2014年に荒川西小学校に統合され、地域内から小
学校が姿を消した。
2021年度時点で、県内で児童数が100人を切っ

た小学校は53校、うち児童数が50人を切っている小
学校が13校ある。2005年に飯能市に編入合併され
た旧名栗村に所在する名栗小学校は児童数が27人、
2006年に旧神川町と新設合併した旧神泉村に所在
する神泉小学校では児童数が16人となっている。
県全体では緩やかに進んでいるように見える小学
校の統合だが、市町村ごとにみればかなりのスピード
で進行している自治体があり、地方で先行する統合
の動きは、埼玉県にとっても決して他人事とはいえな
い状況にある。

財政状況が厳しい市町村にとって、小学校の維持
管理コスト削減や、教職員の効率的な再配分など、
学校統合から得られるメリットは確かに大きいものの、
デメリットがないわけではない。
文部科学省の調査によると、2021年度までの3年
間に実施された全国の小学校の統合では、児童の通

●東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）への
　転入超過推移

●構想実現に向けた取組方針におけるＫＰＩ

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」、総務省「人口推計」 

私は、都市の持つ高い生産性、良質な情報と、民
族の苗代ともいうべき田園の持つ豊かな自然、潤
いのある人間関係とを結合させ、健康でゆとりのあ
る田園都市づくりの構想を進めてまいりたいと考え
ております。緑と自然に包まれ、安らぎに満ち、郷土
愛とみずみずしい人間関係が脈打つ地域生活圏
が全国的に展開され、大都市、地方都市、農山漁
村のそれぞれの地域の自主性と個性を生かしつつ、

均衡のとれた多彩な国土を形成しなければなりま
せん。私は、そうした究極的理念に照らして、公共
事業計画、住宅政策、福祉対策、文教政策、交通政
策、農山漁村対策、大都市対策、防災対策等、もろ
もろの政策を吟味し、その配列を考え、その推進に
努めてまいります。（下線部は筆者によるもの）

①デジタルの力を活用した地方の社会課題解決

・地方公共団体1,000団体が2024年度末までにデジタル実
装に取り組む
・2024年度末までにサテライトオフィス等を地方公共団体
1,000団体に設置
・地域づくり・まちづくりを推進するハブとなる経営人材を国内
100地域に展開

②デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジ
　タル基盤整備

・光ファイバーの世帯カバー率について2027年度末までに
99.9％とすることを目指す
・5Gの人口カバー率について、2023年度末に全国95％、
2025年度末までに全国97%、2030年度末までに全国99％
とすることを目指す
・全国各地で十数か所の地方データセンター拠点を5年程度
で整備する
・日本を周回する海底ケーブル（デジタル田園都市スーパーハ
イウェイ）を2025年度末までに完成させる

③デジタル人材の育成・確保

・2026年度末までに、デジタル推進人材（※）について、230万
人の育成を目指す
※専門的なデジタル知識・能力を有しデジタル実装による地域の課題解決を牽引す
る人材

④誰一人取り残されないための取組

・デジタル推進委員（※）を2022年度に全国2万人以上でス
タートする
※デジタルに不慣れな人、高齢者、障害者等に対し、デジタル機器・サービスの基本
的な利用方法を教えたり、サポートする者等

学距離が延びたことが問題の一つとして指摘されて
いる。統合後に通学時間が30分以上40分未満と
なった児童が全体の31％あり、特に低学年の児童に
とっては大きな負担となっている。
何よりも地域から小学校がなくなれば、その地域の
未来に住民は明るい展望を抱くことが困難になり、住
民の流出を招く。小学校の統合は地域人口の減少を
加速させる引き金となりうる。

埼玉県教育委員会の推計によると、県内公立小学
校の2027年度の児童数は、2021年度の360,477
人から325,530人まで減少する見込みである。児童
数の減少を受けて、今後も県内で小学校の統合が進
むことは避けられないとみられる。各市町村には、オ
ンライン授業を活用するなどして児童の通学時の負
担等を極力抑制しながら、早急に新しい小学校の姿
を模索する努力が求められる。　　   　（井上博夫）

万人

日本の総人口の増減（前年差）

日本の総人口は減少が
続くも、東京圏への人口
流入は続いている

東京圏への転入超過数
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近年、わが国では小学校の統合が進んでいる。統
合は、児童数が減少した小学校を廃校にして、近隣
の小学校に児童を引き継ぐという形が多いが、複数
の小学校を同時に廃校にして、新設した小学校に児
童を受け入れるといったケースもみられる。
埼玉県は、児童数の減少スピードが地方より遅

かったこともあって、小学校の統合が緩やかに進んで
きたようにみえるが、県内を市町村ごとにみると、小
学校の数が大きく減っている市や村がある一方で、
現在も増えている市や町があるなど、統合の動きに
はバラツキがみられる。
現時点で県内に小学校のない市町村は存在しな

いが、平成の大合併以前の市町村区分でみると、地
域内から小学校が姿を消した旧大滝村のようなケー
スもあり、地方で先行する統合の動きは決して他人
事とはいえない状況にある。以下で、埼玉県における
小学校統合の動きについてみてみたい。

文部科学省の学校基本調査によると、全国の小学
校に在籍する児童の数は、第二次世界大戦後に誕
生したベビーブーム世代の子どもたちが入学し始め
たことから、1950年代に入って大きく増加した。
1958年度に戦後最初のピークとなる1,349万人に

達した後、いったん減少したものの、1970年代に第
二次ベビーブームが起こると、児童数は再び増加に
転じた。しかし、1981年度に1,192万人と2度目の
ピークを記録して以降、児童数は40年以上にわたっ
て減少基調を続けている。2000年代に入って減少
ペースはやや緩やかになったものの、直近の2021年
度の児童数は622万人と、戦後最初のピークの半分
以下の水準となっている。
全国の小学校についても、児童数がピークとなっ

たのとほぼ同時期の1957年度に26,988校まで増
加したが、1960年代に入って減少した。これは、昭和
の大合併と呼ばれる大規模な市町村合併が進めら
れるなかで、文部省（現・文部科学省）が1957年に作
成した「学校統合の手引き」に沿って、公立学校の統
合が進められたことが影響していた。
しかし、性急な学校統合に対しては、廃止対象と
なった学校の地元住民などを中心に反対運動が行
われることが多く、場合によっては地域間の対立を招
くケースもみられた。1973年の通達で、文部省が無
理な統合を避け、小規模校の利点を考慮するよう、
設置者である市町村に促したことから、学校統合の
動きはいったん終息することとなった。
その後は、第二次ベビーブームによって児童数が2
度目のピークに向かうなかで、小学校についても緩や
かに増加したものの、25,064校となった1984年度
以降は長らく減少基調を続けてきた。
2000年代に入ると、児童数の減少ペースがそれ

までより緩やかになる一方で、小学校の減少ペース
は速まっている。これは、1999年にスタートした平成
の大合併と呼ばれる市町村合併を契機に、再び公立
学校の統合が各地の市町村で進められるようになっ
たことが大きい。
平成の大合併は、市町村合併特例新法が期限切

れとなった2010年をもって終了したが、市町村が学
校を統合する動きは続いている。全国の小学校数は
2021年度には19,336校まで減少している。

2021年度における小学校の数を都道府県別にみ
ると、1,328校の東京都が圧倒的に多く、以下、994
校の大阪府、984校の北海道、970校の愛知県が続
いており、812校の埼玉県は全国で6番目になってい
る。逆に、小学校が最も少ないのは118校の鳥取県
で、次は160校の香川県である。
平成の大合併がスタートした1999年度から2021
年度までの間に、全国の小学校の数は20.1％減少し
た。この間、都道府県別で最も減少率が大きかったの
は▲44.5％の秋田県で、▲44.4％の青森県が続い
ている。東北地方の減少が目立っているが、▲
37.9％の鳥取県、▲36.6％の北海道、▲36.2％の熊
本県など、減少率が大きい道県は各地方にみられる。
一方、最も減少率が小さいのが▲1.8％の神奈川
県で、▲1.9％の愛知県が続いており、▲3.7％の埼
玉県は全国で3番目となっている。以下、▲5.3％の
沖縄県を除けば、減少率が小さいのは▲6.1％の大
阪府、▲7.6％の滋賀県、▲8.2％の東京都など都心
部の都府県に多い。
出生数の減少が続くなかでも、東京一極集中に代
表されるような、地方から都心部への人口移動が続
いてきたことで、地方の児童数の減少率がより大きく
なる一方、都心部における減少率は小幅なものに抑
えられてきた。これが都道府県別にみた小学校数の
減少率の違いに反映されている。

埼玉県の児童数が1982年度のピークから大きく
減少するなかでも、小学校の減少ペースが全国より
緩やかなものにとどまっているのは、1校あたりの児
童数の違いが影響している。
全国の児童数がピークだった1982年度における
小学校1校あたりの児童数は476.9人で、これが
2021年度には321.9人まで減少した。1学年の人数
を単純平均すると53.6人となる。東京都や大阪府な
どの都心部の都府県を除くとこれらの数字はさらに
少なくなり、地方では1学年で2つの学級を維持する
ことが困難な学校が増えている。
埼玉県でも、小学校1校あたりの児童数はピーク

だった1982年度の813.4人が、2021年度には
447.3人まで減ってきているが、それでも1学年の単
純平均は74.5人となっている。
学校教育法施行規則第41条は、「小学校の学級
数は、12学級以上18学級以下を標準とする。ただし、
地域の実態その他により特別の事情のあるときは、
この限りではない。」と定めており、1学年の標準の学
級数を2～3と想定している。
そもそも、小学校の役割には、義務教育を通じて
個人の個性や能力を伸ばし、人格を高めるという側
面に加えて、社会の形成者として求められる共通の
言語、文化、社会規範などの基礎的な資質を身に着
けさせるという側面がある。
そうしたなかで、児童の数が少なくなると、学級替

えをすることが出来ず、人間関係が固定化してしまう。
児童生徒が集団の中で多様な考えに触れ、認め合
い、協力しあい、切磋琢磨することを通じて一人一人
の資質や能力を伸ばしていくという小学校の特質が
十分に機能しなくなるおそれがある。また、チームで
実施するサッカーや野球などの部活動を行うことに
も大きな制約がかかることになる。
2021年度における全国の公立小学校の学級規

埼玉県の児童数も、全国と同様、1958年度に
351,547人となって戦後最初のピークを迎えたが、
いったん減少した後、1960年代半ば以降は東京一
極集中の影響を受けて急激に増加し、1982年度に
は最初のピークを大きく超えて658,052人に達した。
その後、児童数は減少に転じ、1990年代後半にいっ
たん横ばいとなった後、2000年代の後半からは再び
減少が進んでおり、2021年度には363,199人となっ
ている。

埼玉県の小学校は、482校だった1950年度以降、
徐々に増加していたが、1960年代半ば以降に児童
数が急増したのに合わせて、こちらも増加ペースが
速まった。児童数がピークになった1982年度に809
校に達した後も、1999年度の843校まで増加を続け
たが、その後は緩やかな減少に転じ、2021年度には
812校となっている。

模別学校数をみると、標準の12～18学級は5,640校
と全体の29.9％にとどまっている。標準を下回る6～
11学級が6,309校（33.4％）で最も多く、5学級以下
の小学校も1,777校（9.4％）ある。少子化に歯止め
がかからず、今後も児童数の減少が見込まれるなか
で、全国の小学校の統合がさらに進むことは避けら
れない状況にある。

1999年度の843校から2021年度の812校まで、
31校の減少となった埼玉県の小学校だが、市町村
別にみるとその動きにはバラツキがある。
すなわち、この間、小学校が減少した自治体が県
内で25市町村にのぼる一方、小学校が増加した自治
体が8市町みられる。増加したのはさいたま市、越谷
市、戸田市、朝霞市など都心に近く、通勤通学の利便
性が高い自治体が多い。1校が増加した滑川町も、
2001年に東武東上線の新駅「つきのわ駅」が誕生
して、交通利便性が向上したことが寄与したとみられ
る。これら8市町合計13校の増加が埼玉県全体の減
少率を小さくしている。
一方、小学校の減少数が多いのは5校が減少した
秩父市、4校が減少した春日部市、3校が減少した久
喜市、幸手市、東秩父村だが、平成の大合併で複数
の町村と合併した自治体が多く、財政面などの必要
性から学校統合を迫られた面がある。

内外にその魅力を発信しながら、他の地域や都市と繋
がっていくという新たな国土形成を目指すとしている。

デジタル田園都市国家構想とは
２０２２年６月にデジタル田園都市国家構想基本方
針（以下、『基本方針』と言う。）が閣議決定された。
この構想において、デジタルは「地方の社会課題

（人口減少、過疎化、産業空洞化等）を解決するため
の鍵であり、新しい付加価値を生み出す源泉」である
とし、デジタルインフラを急速に整備し、官民双方で地
方におけるＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を
積極的に推進する必要があるとした。
この構想の意義・目的は、様々な社会課題に直面す
る地方にこそ、テレワークや遠隔教育・遠隔医療など
新たなデジタル技術を活用するニーズがあり、デジタ
ル技術の活用によって、地域の個性を活かしながら地
方の社会課題解決、魅力向上のブレークスルーを実
現し、地方活性化を加速させることにあるとしている。
また、この構想の実現により、地方における都会との
情報・サービスの格差を解消し、暮らす場所、年齢、性
別にかかわらずあらゆる国民がデジタル化の恩恵を
享受できる社会、いわば「全国どこでも誰もが便利で
快適に暮らせる社会」を目指すとしている。
デジタル田園都市国家構想と「田園都市構想」は、
地方の個性を活かすという点に共通性があるが、「田
園都市構想」のスローガンが「都市に田園のゆとりを、

田園に都市の活力を」であったように、大平元首相は、
都市と地方はその役割を相互的に補完しあう関係と
捉え、格差の解消が目的ではなかった一方、岸田首相
はデジタル技術を活用し、都市と地方の情報・サービ
スの格差を解消する（その結果、全国どこでも誰もが
便利で快適に暮らせる社会となる）ことを目標として
いる点で異なると言える。

デジタル田園都市国家構想の取組方針
基本方針では、デジタル田園都市国家構想の実現

に向けた取組方針として、①デジタルの力を活用した
地方の社会課題解決、②デジタル田園都市国家構想
を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備、③デジタ
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はじめに
２０２１年１０月に発足した岸田内閣の経済政策とし
て、成長と分配の好循環を目指す「新しい資本主義」
が掲げられた。この「新しい資本主義」の成長戦略の
柱のひとつが、デジタル技術の活用により、地域の個
性を活かしながら、持続可能な経済社会を目指すデ
ジタル田園都市国家構想である。
本稿では、このデジタル田園都市国家構想につい

て、その起源である「田園都市構想」の内容を確認す
るとともに、２０２２年６月に閣議決定されたデジタル田
園都市国家基本方針について整理する。

田園都市構想からの継承
デジタル田園都市国家構想は、１９７０年代に大平
元首相が提唱した「田園都市構想」が基となっている。
この「田園都市構想」は、「都市に田園のゆとりを、田
園に都市の活力を」をスローガンに、国家の長期的な
ビジョンを示したものであるが、この構想の基本的な
考え、方向性については、１９７９年１月の大平元首相
の国会施政方針演説に示されている。
【第８７回通常国会　大平正芳内閣総理大臣施政
方針演説　１９７９年１月２５日】

ル人材の育成・確保、④誰一人取り残されないための
取組の４つが示され、それぞれにＫＰＩ（重要業績評価
指標）が設定されている。
また、基本方針において、地方における取組を促す
ため、地方がイメージしやすいように6つの類型を「地
域ビジョン」として提示している。

今後のデジタル田園都市国家構想の進め方
基本方針では、構想実現に向けた今後の進め方と

して、政府は年内を目途に、「まち・ひと・しごと創生総
合戦略」を抜本的に改訂し、「デジタル田園都市国家
構想総合戦略（仮称）」を作成するとした。また、地方
に対しては、その総合戦略に基づき、コロナ禍やデジ

タル技術の浸透・進展などを踏まえて、目指すべき地
域像を再構築し、地方版総合戦略を改定するよう努
め、具体的な地方活性化の取組を推進するように求
めている。
また、地方公共団体、民間企業、個人など様々な主
体の意欲を高め、広く国民全体の関心を高めるため、
「Digi田甲子園」を開催し、デジタル田園都市国家構
想の実現に向けた地域の取組を広く募集し、特に優
れたものを内閣総理大臣賞として表彰する。地方公
共団体を対象とする「夏のDigi田甲子園」（２０２２年
夏）と、民間企業や個人も参加する「Digi田甲子園」
（２０２２年末）の２種類がある。
デジタル田園都市国家構想は、令和３年度補正予
算と令和４年度予算を合わせると、関連する予算が
総額5.7兆円にも及ぶ。そのうち、デジタル田園都市
国家構想推進交付金は令和３年度補正予算にて
200億円が計上され、地方公共団体におけるサテラ
イトオフィスの整備・運営、利用促進の取組やデジタ
ル実装の取組に対し支援が行われている。

埼玉県のデジタル政策
埼玉県は、２０２１年３月に「埼玉県デジタルトランス

フォーメーション推進計画」を策定した。同計画におい

て、埼玉県が目指すビジョンは、「社会全体のＤＸの実
現による、快適で豊かな真に暮らしやすい新しい埼玉
県への変革」であるとした。新型コロナウイルス感染
症の感染拡大を機に、行政サービスのデジタル化の
遅れが露呈したことにより、喫緊の課題である行政の
デジタル化への対応を中心とした施策となっている。
また、埼玉県では「埼玉版スーパー・シティプロジェ
クト」として、20年、30年先においても地域の活力を
維持するとともに、医療・福祉・商業等の生活機能を

確保し、子どもや高齢者等が安心して暮らせるような
コンパクトなまちづくりを目指している。このプロジェク
トを実現するための要素として、①【コンパクト】必要
な機能が集積しゆとりある魅力的な拠点を構築、②
【スマート】新たな技術の活用などによる先進的な共
助を実現、③【レジリエント】誰もが安心して暮らし続
けられる持続可能な地域を形成の3つを挙げている。
同プロジェクトは、大野知事の２０１９年の知事選にお
ける公約の一つを具体化したもので、必ずしもデジタ
ルに特化したプロジェクトではないが、②で新たな技
術の活用がうたわれている。埼玉県はこのプロジェク
トに参加する市町村を募り、11市町が計画にエント
リーをした。
「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」は幅広い分
野で未来社会を志向するものであるが、デジタル田園
都市国家構想は、人口減少や少子高齢化等、特に地
方で深刻化する社会課題に焦点を当て、課題解決を
図ることに重きを置いている。

おわりに
２０１４年に地方創生の取組が始まり約8年が経過
した。日本が抱える人口減少・少子高齢化、東京圏へ
の一極集中、産業の空洞化等の社会課題は未だに解
決に至っていないどころか、むしろ深刻化している状

況である。そのような
中、岸田首相により掲
げられ、動き始めたデ
ジタル田園都市国家
構想。デジタル技術を
活用し地方から全国へ
ボトムアップの成長を
図る新たな地方創生
への取組として、目標
とする「全国どこでも
誰もが便利で快適に暮
らせる社会」が実現す
ることを期待したい。

「田園都市構想」は、地域の自主性や個性を重んじ、
かつ多彩な国土形成を目指すことを目標としたもので
あり、１９７０年代前半に田中角栄元首相が推進し、国
主導の均衡ある発展を目指した「日本列島改造計
画」とは対称的である。
岸田首相は著書「岸田ビジョン（講談社+α新書、

２０２１年）」の中で、「『田園都市構想』は、都市に田園
のゆとりを、田園に都市の活力をもたらし、両者の活
発な交流により地域社会と世界を結ぶ国づくりを目指
すものです。地域の個性を活かし、みずみずしい国民
生活を築いていくことを目標としており、大都市におけ
る過密の解消や生活環境の改善、都市もふるさと社
会と感じることができる『住みよいまち』に変えていこ
うという考えで、現在強く求められている『分断から協
調へ』、『集中から分散へ』、『東京一極集中是正』と
いった方向性とも合致しています。」と述べ、現代の日
本が抱える社会問題に対しても通用する構想である
としている。
「田園都市構想」は１９８０年に大平元首相が在任
中に急逝したため、実際の政策としては殆ど実行に移
されず40年以上が経過した「古い構想」であるが、当
時は存在しなかったデジタルを取り入れ、「新しい構
想」として復活したものがデジタル田園都市国家構想
である。岸田首相は、デジタル技術を活用し、地方が

動き始めた
デジタル田園都市国家構想

県内には、現時点で小学校のない市町村は存在し
ないが、横瀬町や東秩父村のように、既に小学校が1
校になっている町村はある。ちなみに、秩父市は、
2005年に吉田町、荒川村、大滝村と合併したが、旧
大滝村の地域では、最後に残っていた大滝小学校が
2014年に荒川西小学校に統合され、地域内から小
学校が姿を消した。
2021年度時点で、県内で児童数が100人を切っ

た小学校は53校、うち児童数が50人を切っている小
学校が13校ある。2005年に飯能市に編入合併され
た旧名栗村に所在する名栗小学校は児童数が27人、
2006年に旧神川町と新設合併した旧神泉村に所在
する神泉小学校では児童数が16人となっている。
県全体では緩やかに進んでいるように見える小学
校の統合だが、市町村ごとにみればかなりのスピード
で進行している自治体があり、地方で先行する統合
の動きは、埼玉県にとっても決して他人事とはいえな
い状況にある。

財政状況が厳しい市町村にとって、小学校の維持
管理コスト削減や、教職員の効率的な再配分など、
学校統合から得られるメリットは確かに大きいものの、
デメリットがないわけではない。
文部科学省の調査によると、2021年度までの3年
間に実施された全国の小学校の統合では、児童の通

●東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）への
　転入超過推移

●構想実現に向けた取組方針におけるＫＰＩ

資料：総務省「住民基本台帳人口移動報告」、総務省「人口推計」 

私は、都市の持つ高い生産性、良質な情報と、民
族の苗代ともいうべき田園の持つ豊かな自然、潤
いのある人間関係とを結合させ、健康でゆとりのあ
る田園都市づくりの構想を進めてまいりたいと考え
ております。緑と自然に包まれ、安らぎに満ち、郷土
愛とみずみずしい人間関係が脈打つ地域生活圏
が全国的に展開され、大都市、地方都市、農山漁
村のそれぞれの地域の自主性と個性を生かしつつ、

均衡のとれた多彩な国土を形成しなければなりま
せん。私は、そうした究極的理念に照らして、公共
事業計画、住宅政策、福祉対策、文教政策、交通政
策、農山漁村対策、大都市対策、防災対策等、もろ
もろの政策を吟味し、その配列を考え、その推進に
努めてまいります。（下線部は筆者によるもの）

①デジタルの力を活用した地方の社会課題解決

・地方公共団体1,000団体が2024年度末までにデジタル実
装に取り組む
・2024年度末までにサテライトオフィス等を地方公共団体
1,000団体に設置
・地域づくり・まちづくりを推進するハブとなる経営人材を国内
100地域に展開

②デジタル田園都市国家構想を支えるハード・ソフトのデジ
　タル基盤整備

・光ファイバーの世帯カバー率について2027年度末までに
99.9％とすることを目指す
・5Gの人口カバー率について、2023年度末に全国95％、
2025年度末までに全国97%、2030年度末までに全国99％
とすることを目指す
・全国各地で十数か所の地方データセンター拠点を5年程度
で整備する
・日本を周回する海底ケーブル（デジタル田園都市スーパーハ
イウェイ）を2025年度末までに完成させる

③デジタル人材の育成・確保

・2026年度末までに、デジタル推進人材（※）について、230万
人の育成を目指す
※専門的なデジタル知識・能力を有しデジタル実装による地域の課題解決を牽引す
る人材

④誰一人取り残されないための取組

・デジタル推進委員（※）を2022年度に全国2万人以上でス
タートする
※デジタルに不慣れな人、高齢者、障害者等に対し、デジタル機器・サービスの基本
的な利用方法を教えたり、サポートする者等

学距離が延びたことが問題の一つとして指摘されて
いる。統合後に通学時間が30分以上40分未満と
なった児童が全体の31％あり、特に低学年の児童に
とっては大きな負担となっている。
何よりも地域から小学校がなくなれば、その地域の
未来に住民は明るい展望を抱くことが困難になり、住
民の流出を招く。小学校の統合は地域人口の減少を
加速させる引き金となりうる。

埼玉県教育委員会の推計によると、県内公立小学
校の2027年度の児童数は、2021年度の360,477
人から325,530人まで減少する見込みである。児童
数の減少を受けて、今後も県内で小学校の統合が進
むことは避けられないとみられる。各市町村には、オ
ンライン授業を活用するなどして児童の通学時の負
担等を極力抑制しながら、早急に新しい小学校の姿
を模索する努力が求められる。　　   　（井上博夫）

万人

日本の総人口の増減（前年差）

日本の総人口は減少が
続くも、東京圏への人口
流入は続いている

東京圏への転入超過数
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近年、わが国では小学校の統合が進んでいる。統
合は、児童数が減少した小学校を廃校にして、近隣
の小学校に児童を引き継ぐという形が多いが、複数
の小学校を同時に廃校にして、新設した小学校に児
童を受け入れるといったケースもみられる。
埼玉県は、児童数の減少スピードが地方より遅

かったこともあって、小学校の統合が緩やかに進んで
きたようにみえるが、県内を市町村ごとにみると、小
学校の数が大きく減っている市や村がある一方で、
現在も増えている市や町があるなど、統合の動きに
はバラツキがみられる。
現時点で県内に小学校のない市町村は存在しな

いが、平成の大合併以前の市町村区分でみると、地
域内から小学校が姿を消した旧大滝村のようなケー
スもあり、地方で先行する統合の動きは決して他人
事とはいえない状況にある。以下で、埼玉県における
小学校統合の動きについてみてみたい。

文部科学省の学校基本調査によると、全国の小学
校に在籍する児童の数は、第二次世界大戦後に誕
生したベビーブーム世代の子どもたちが入学し始め
たことから、1950年代に入って大きく増加した。
1958年度に戦後最初のピークとなる1,349万人に

達した後、いったん減少したものの、1970年代に第
二次ベビーブームが起こると、児童数は再び増加に
転じた。しかし、1981年度に1,192万人と2度目の
ピークを記録して以降、児童数は40年以上にわたっ
て減少基調を続けている。2000年代に入って減少
ペースはやや緩やかになったものの、直近の2021年
度の児童数は622万人と、戦後最初のピークの半分
以下の水準となっている。
全国の小学校についても、児童数がピークとなっ

たのとほぼ同時期の1957年度に26,988校まで増
加したが、1960年代に入って減少した。これは、昭和
の大合併と呼ばれる大規模な市町村合併が進めら
れるなかで、文部省（現・文部科学省）が1957年に作
成した「学校統合の手引き」に沿って、公立学校の統
合が進められたことが影響していた。
しかし、性急な学校統合に対しては、廃止対象と
なった学校の地元住民などを中心に反対運動が行
われることが多く、場合によっては地域間の対立を招
くケースもみられた。1973年の通達で、文部省が無
理な統合を避け、小規模校の利点を考慮するよう、
設置者である市町村に促したことから、学校統合の
動きはいったん終息することとなった。
その後は、第二次ベビーブームによって児童数が2
度目のピークに向かうなかで、小学校についても緩や
かに増加したものの、25,064校となった1984年度
以降は長らく減少基調を続けてきた。
2000年代に入ると、児童数の減少ペースがそれ

までより緩やかになる一方で、小学校の減少ペース
は速まっている。これは、1999年にスタートした平成
の大合併と呼ばれる市町村合併を契機に、再び公立
学校の統合が各地の市町村で進められるようになっ
たことが大きい。
平成の大合併は、市町村合併特例新法が期限切

れとなった2010年をもって終了したが、市町村が学
校を統合する動きは続いている。全国の小学校数は
2021年度には19,336校まで減少している。

2021年度における小学校の数を都道府県別にみ
ると、1,328校の東京都が圧倒的に多く、以下、994
校の大阪府、984校の北海道、970校の愛知県が続
いており、812校の埼玉県は全国で6番目になってい
る。逆に、小学校が最も少ないのは118校の鳥取県
で、次は160校の香川県である。
平成の大合併がスタートした1999年度から2021
年度までの間に、全国の小学校の数は20.1％減少し
た。この間、都道府県別で最も減少率が大きかったの
は▲44.5％の秋田県で、▲44.4％の青森県が続い
ている。東北地方の減少が目立っているが、▲
37.9％の鳥取県、▲36.6％の北海道、▲36.2％の熊
本県など、減少率が大きい道県は各地方にみられる。
一方、最も減少率が小さいのが▲1.8％の神奈川
県で、▲1.9％の愛知県が続いており、▲3.7％の埼
玉県は全国で3番目となっている。以下、▲5.3％の
沖縄県を除けば、減少率が小さいのは▲6.1％の大
阪府、▲7.6％の滋賀県、▲8.2％の東京都など都心
部の都府県に多い。
出生数の減少が続くなかでも、東京一極集中に代
表されるような、地方から都心部への人口移動が続
いてきたことで、地方の児童数の減少率がより大きく
なる一方、都心部における減少率は小幅なものに抑
えられてきた。これが都道府県別にみた小学校数の
減少率の違いに反映されている。

埼玉県の児童数が1982年度のピークから大きく
減少するなかでも、小学校の減少ペースが全国より
緩やかなものにとどまっているのは、1校あたりの児
童数の違いが影響している。
全国の児童数がピークだった1982年度における
小学校1校あたりの児童数は476.9人で、これが
2021年度には321.9人まで減少した。1学年の人数
を単純平均すると53.6人となる。東京都や大阪府な
どの都心部の都府県を除くとこれらの数字はさらに
少なくなり、地方では1学年で2つの学級を維持する
ことが困難な学校が増えている。
埼玉県でも、小学校1校あたりの児童数はピーク

だった1982年度の813.4人が、2021年度には
447.3人まで減ってきているが、それでも1学年の単
純平均は74.5人となっている。
学校教育法施行規則第41条は、「小学校の学級
数は、12学級以上18学級以下を標準とする。ただし、
地域の実態その他により特別の事情のあるときは、
この限りではない。」と定めており、1学年の標準の学
級数を2～3と想定している。
そもそも、小学校の役割には、義務教育を通じて
個人の個性や能力を伸ばし、人格を高めるという側
面に加えて、社会の形成者として求められる共通の
言語、文化、社会規範などの基礎的な資質を身に着
けさせるという側面がある。
そうしたなかで、児童の数が少なくなると、学級替

えをすることが出来ず、人間関係が固定化してしまう。
児童生徒が集団の中で多様な考えに触れ、認め合
い、協力しあい、切磋琢磨することを通じて一人一人
の資質や能力を伸ばしていくという小学校の特質が
十分に機能しなくなるおそれがある。また、チームで
実施するサッカーや野球などの部活動を行うことに
も大きな制約がかかることになる。
2021年度における全国の公立小学校の学級規

埼玉県の児童数も、全国と同様、1958年度に
351,547人となって戦後最初のピークを迎えたが、
いったん減少した後、1960年代半ば以降は東京一
極集中の影響を受けて急激に増加し、1982年度に
は最初のピークを大きく超えて658,052人に達した。
その後、児童数は減少に転じ、1990年代後半にいっ
たん横ばいとなった後、2000年代の後半からは再び
減少が進んでおり、2021年度には363,199人となっ
ている。

埼玉県の小学校は、482校だった1950年度以降、
徐々に増加していたが、1960年代半ば以降に児童
数が急増したのに合わせて、こちらも増加ペースが
速まった。児童数がピークになった1982年度に809
校に達した後も、1999年度の843校まで増加を続け
たが、その後は緩やかな減少に転じ、2021年度には
812校となっている。

模別学校数をみると、標準の12～18学級は5,640校
と全体の29.9％にとどまっている。標準を下回る6～
11学級が6,309校（33.4％）で最も多く、5学級以下
の小学校も1,777校（9.4％）ある。少子化に歯止め
がかからず、今後も児童数の減少が見込まれるなか
で、全国の小学校の統合がさらに進むことは避けら
れない状況にある。

1999年度の843校から2021年度の812校まで、
31校の減少となった埼玉県の小学校だが、市町村
別にみるとその動きにはバラツキがある。
すなわち、この間、小学校が減少した自治体が県
内で25市町村にのぼる一方、小学校が増加した自治
体が8市町みられる。増加したのはさいたま市、越谷
市、戸田市、朝霞市など都心に近く、通勤通学の利便
性が高い自治体が多い。1校が増加した滑川町も、
2001年に東武東上線の新駅「つきのわ駅」が誕生
して、交通利便性が向上したことが寄与したとみられ
る。これら8市町合計13校の増加が埼玉県全体の減
少率を小さくしている。
一方、小学校の減少数が多いのは5校が減少した
秩父市、4校が減少した春日部市、3校が減少した久
喜市、幸手市、東秩父村だが、平成の大合併で複数
の町村と合併した自治体が多く、財政面などの必要
性から学校統合を迫られた面がある。

内外にその魅力を発信しながら、他の地域や都市と繋
がっていくという新たな国土形成を目指すとしている。

デジタル田園都市国家構想とは
２０２２年６月にデジタル田園都市国家構想基本方
針（以下、『基本方針』と言う。）が閣議決定された。
この構想において、デジタルは「地方の社会課題

（人口減少、過疎化、産業空洞化等）を解決するため
の鍵であり、新しい付加価値を生み出す源泉」である
とし、デジタルインフラを急速に整備し、官民双方で地
方におけるＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を
積極的に推進する必要があるとした。
この構想の意義・目的は、様々な社会課題に直面す
る地方にこそ、テレワークや遠隔教育・遠隔医療など
新たなデジタル技術を活用するニーズがあり、デジタ
ル技術の活用によって、地域の個性を活かしながら地
方の社会課題解決、魅力向上のブレークスルーを実
現し、地方活性化を加速させることにあるとしている。
また、この構想の実現により、地方における都会との
情報・サービスの格差を解消し、暮らす場所、年齢、性
別にかかわらずあらゆる国民がデジタル化の恩恵を
享受できる社会、いわば「全国どこでも誰もが便利で
快適に暮らせる社会」を目指すとしている。
デジタル田園都市国家構想と「田園都市構想」は、
地方の個性を活かすという点に共通性があるが、「田
園都市構想」のスローガンが「都市に田園のゆとりを、

田園に都市の活力を」であったように、大平元首相は、
都市と地方はその役割を相互的に補完しあう関係と
捉え、格差の解消が目的ではなかった一方、岸田首相
はデジタル技術を活用し、都市と地方の情報・サービ
スの格差を解消する（その結果、全国どこでも誰もが
便利で快適に暮らせる社会となる）ことを目標として
いる点で異なると言える。

デジタル田園都市国家構想の取組方針
基本方針では、デジタル田園都市国家構想の実現

に向けた取組方針として、①デジタルの力を活用した
地方の社会課題解決、②デジタル田園都市国家構想
を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備、③デジタ

はじめに
２０２１年１０月に発足した岸田内閣の経済政策とし
て、成長と分配の好循環を目指す「新しい資本主義」
が掲げられた。この「新しい資本主義」の成長戦略の
柱のひとつが、デジタル技術の活用により、地域の個
性を活かしながら、持続可能な経済社会を目指すデ
ジタル田園都市国家構想である。
本稿では、このデジタル田園都市国家構想につい

て、その起源である「田園都市構想」の内容を確認す
るとともに、２０２２年６月に閣議決定されたデジタル田
園都市国家基本方針について整理する。

田園都市構想からの継承
デジタル田園都市国家構想は、１９７０年代に大平
元首相が提唱した「田園都市構想」が基となっている。
この「田園都市構想」は、「都市に田園のゆとりを、田
園に都市の活力を」をスローガンに、国家の長期的な
ビジョンを示したものであるが、この構想の基本的な
考え、方向性については、１９７９年１月の大平元首相
の国会施政方針演説に示されている。
【第８７回通常国会　大平正芳内閣総理大臣施政
方針演説　１９７９年１月２５日】

ル人材の育成・確保、④誰一人取り残されないための
取組の４つが示され、それぞれにＫＰＩ（重要業績評価
指標）が設定されている。
また、基本方針において、地方における取組を促す
ため、地方がイメージしやすいように6つの類型を「地
域ビジョン」として提示している。

今後のデジタル田園都市国家構想の進め方
基本方針では、構想実現に向けた今後の進め方と

して、政府は年内を目途に、「まち・ひと・しごと創生総
合戦略」を抜本的に改訂し、「デジタル田園都市国家
構想総合戦略（仮称）」を作成するとした。また、地方
に対しては、その総合戦略に基づき、コロナ禍やデジ

タル技術の浸透・進展などを踏まえて、目指すべき地
域像を再構築し、地方版総合戦略を改定するよう努
め、具体的な地方活性化の取組を推進するように求
めている。
また、地方公共団体、民間企業、個人など様々な主
体の意欲を高め、広く国民全体の関心を高めるため、
「Digi田甲子園」を開催し、デジタル田園都市国家構
想の実現に向けた地域の取組を広く募集し、特に優
れたものを内閣総理大臣賞として表彰する。地方公
共団体を対象とする「夏のDigi田甲子園」（２０２２年
夏）と、民間企業や個人も参加する「Digi田甲子園」
（２０２２年末）の２種類がある。
デジタル田園都市国家構想は、令和３年度補正予
算と令和４年度予算を合わせると、関連する予算が
総額5.7兆円にも及ぶ。そのうち、デジタル田園都市
国家構想推進交付金は令和３年度補正予算にて
200億円が計上され、地方公共団体におけるサテラ
イトオフィスの整備・運営、利用促進の取組やデジタ
ル実装の取組に対し支援が行われている。

埼玉県のデジタル政策
埼玉県は、２０２１年３月に「埼玉県デジタルトランス

フォーメーション推進計画」を策定した。同計画におい

て、埼玉県が目指すビジョンは、「社会全体のＤＸの実
現による、快適で豊かな真に暮らしやすい新しい埼玉
県への変革」であるとした。新型コロナウイルス感染
症の感染拡大を機に、行政サービスのデジタル化の
遅れが露呈したことにより、喫緊の課題である行政の
デジタル化への対応を中心とした施策となっている。
また、埼玉県では「埼玉版スーパー・シティプロジェ
クト」として、20年、30年先においても地域の活力を
維持するとともに、医療・福祉・商業等の生活機能を

確保し、子どもや高齢者等が安心して暮らせるような
コンパクトなまちづくりを目指している。このプロジェク
トを実現するための要素として、①【コンパクト】必要
な機能が集積しゆとりある魅力的な拠点を構築、②
【スマート】新たな技術の活用などによる先進的な共
助を実現、③【レジリエント】誰もが安心して暮らし続
けられる持続可能な地域を形成の3つを挙げている。
同プロジェクトは、大野知事の２０１９年の知事選にお
ける公約の一つを具体化したもので、必ずしもデジタ
ルに特化したプロジェクトではないが、②で新たな技
術の活用がうたわれている。埼玉県はこのプロジェク
トに参加する市町村を募り、11市町が計画にエント
リーをした。
「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」は幅広い分
野で未来社会を志向するものであるが、デジタル田園
都市国家構想は、人口減少や少子高齢化等、特に地
方で深刻化する社会課題に焦点を当て、課題解決を
図ることに重きを置いている。

おわりに
２０１４年に地方創生の取組が始まり約8年が経過
した。日本が抱える人口減少・少子高齢化、東京圏へ
の一極集中、産業の空洞化等の社会課題は未だに解
決に至っていないどころか、むしろ深刻化している状

況である。そのような
中、岸田首相により掲
げられ、動き始めたデ
ジタル田園都市国家
構想。デジタル技術を
活用し地方から全国へ
ボトムアップの成長を
図る新たな地方創生
への取組として、目標
とする「全国どこでも
誰もが便利で快適に暮
らせる社会」が実現す
ることを期待したい。

「田園都市構想」は、地域の自主性や個性を重んじ、
かつ多彩な国土形成を目指すことを目標としたもので
あり、１９７０年代前半に田中角栄元首相が推進し、国
主導の均衡ある発展を目指した「日本列島改造計
画」とは対称的である。
岸田首相は著書「岸田ビジョン（講談社+α新書、

２０２１年）」の中で、「『田園都市構想』は、都市に田園
のゆとりを、田園に都市の活力をもたらし、両者の活
発な交流により地域社会と世界を結ぶ国づくりを目指
すものです。地域の個性を活かし、みずみずしい国民
生活を築いていくことを目標としており、大都市におけ
る過密の解消や生活環境の改善、都市もふるさと社
会と感じることができる『住みよいまち』に変えていこ
うという考えで、現在強く求められている『分断から協
調へ』、『集中から分散へ』、『東京一極集中是正』と
いった方向性とも合致しています。」と述べ、現代の日
本が抱える社会問題に対しても通用する構想である
としている。
「田園都市構想」は１９８０年に大平元首相が在任
中に急逝したため、実際の政策としては殆ど実行に移
されず40年以上が経過した「古い構想」であるが、当
時は存在しなかったデジタルを取り入れ、「新しい構
想」として復活したものがデジタル田園都市国家構想
である。岸田首相は、デジタル技術を活用し、地方が

ルビ　本文1箇所

県内には、現時点で小学校のない市町村は存在し
ないが、横瀬町や東秩父村のように、既に小学校が1
校になっている町村はある。ちなみに、秩父市は、
2005年に吉田町、荒川村、大滝村と合併したが、旧
大滝村の地域では、最後に残っていた大滝小学校が
2014年に荒川西小学校に統合され、地域内から小
学校が姿を消した。
2021年度時点で、県内で児童数が100人を切っ

た小学校は53校、うち児童数が50人を切っている小
学校が13校ある。2005年に飯能市に編入合併され
た旧名栗村に所在する名栗小学校は児童数が27人、
2006年に旧神川町と新設合併した旧神泉村に所在
する神泉小学校では児童数が16人となっている。
県全体では緩やかに進んでいるように見える小学
校の統合だが、市町村ごとにみればかなりのスピード
で進行している自治体があり、地方で先行する統合
の動きは、埼玉県にとっても決して他人事とはいえな
い状況にある。

財政状況が厳しい市町村にとって、小学校の維持
管理コスト削減や、教職員の効率的な再配分など、
学校統合から得られるメリットは確かに大きいものの、
デメリットがないわけではない。
文部科学省の調査によると、2021年度までの3年
間に実施された全国の小学校の統合では、児童の通

●「夏のDigi田甲子園」における埼玉県の代表

●デジタル田園都市国家構想の全体像

●埼玉版スーパー・シティのイメージ

●「地域ビジョン」の例

①スマートシティ・スーパーシティ

　データ連携基盤などのデジタルやAI、IoTなどの未来技術
を活用して、地域の抱える様々な課題を高度に解決すること
により、新たな価値を創出し、持続可能な地域づくり・まちづく
りを目指す。

②「デジ活」中山間地域

　中山間地域の基幹産業である農林漁業の「仕事づくり」を
軸として、豊かな自然、魅力ある多彩な地域資源・文化等やデ
ジタル技術の活用により、活性化を図る地域づくりを目指す。

③産学官協創都市

　地域産業・若者雇用の創出や、地元企業や地方公共団体と
連携した地方大学の取組を促し、大学を核として地方活性化
が図られるような地域づくりを目指す。

④SDGｓ未来都市

　地方活性化に取り組むに当たり、SDGsの理念を取り込む
ことで、政策の全体最適化や地域課題の解決の加速化という
相乗効果を生み出し、未来志向で持続可能な地域づくりを目
指す。

⑤脱炭素先行地域

　２０３０年度までに民生部門の電力消費に伴うCO₂排出実質
ゼロを実現するにあたり、デジタル技術も活用して脱炭素化
に取り組み、地域課題の解決につなげる地域づくりを目指す。

⑥MaaS実装地域

　地域住民等の移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそ
れ以外の移動サービスを組み合わせて検索・予約・決済等を
一括して行うMaaSを実装し、移動の利便性向上等が図られ
たまちづくりを目指す。

実装部門
さいたま市

BIツールを活用したワクチン接種状況の可視化による情報発
信の強化

深谷市

地域通貨ネギ―によるデジタル基盤の構築と新たな自治体
経営について

上里町

オートコールソリューション等を活用した災害発生時の避難
誘導

資料：デジタル庁「デジタル田園都市国家が目指す将来像について」

資料：埼玉県「埼玉版スーパー・シティプロジェクトの基本的な考え方（骨格）」

学距離が延びたことが問題の一つとして指摘されて
いる。統合後に通学時間が30分以上40分未満と
なった児童が全体の31％あり、特に低学年の児童に
とっては大きな負担となっている。
何よりも地域から小学校がなくなれば、その地域の
未来に住民は明るい展望を抱くことが困難になり、住
民の流出を招く。小学校の統合は地域人口の減少を
加速させる引き金となりうる。

埼玉県教育委員会の推計によると、県内公立小学
校の2027年度の児童数は、2021年度の360,477
人から325,530人まで減少する見込みである。児童
数の減少を受けて、今後も県内で小学校の統合が進
むことは避けられないとみられる。各市町村には、オ
ンライン授業を活用するなどして児童の通学時の負
担等を極力抑制しながら、早急に新しい小学校の姿
を模索する努力が求められる。　　   　（井上博夫）

デ ジ デ ン

アイデア部門
秩父市

秩父地域スマートモビリティによるエコタウン創造事業
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近年、わが国では小学校の統合が進んでいる。統
合は、児童数が減少した小学校を廃校にして、近隣
の小学校に児童を引き継ぐという形が多いが、複数
の小学校を同時に廃校にして、新設した小学校に児
童を受け入れるといったケースもみられる。
埼玉県は、児童数の減少スピードが地方より遅

かったこともあって、小学校の統合が緩やかに進んで
きたようにみえるが、県内を市町村ごとにみると、小
学校の数が大きく減っている市や村がある一方で、
現在も増えている市や町があるなど、統合の動きに
はバラツキがみられる。
現時点で県内に小学校のない市町村は存在しな

いが、平成の大合併以前の市町村区分でみると、地
域内から小学校が姿を消した旧大滝村のようなケー
スもあり、地方で先行する統合の動きは決して他人
事とはいえない状況にある。以下で、埼玉県における
小学校統合の動きについてみてみたい。

文部科学省の学校基本調査によると、全国の小学
校に在籍する児童の数は、第二次世界大戦後に誕
生したベビーブーム世代の子どもたちが入学し始め
たことから、1950年代に入って大きく増加した。
1958年度に戦後最初のピークとなる1,349万人に

達した後、いったん減少したものの、1970年代に第
二次ベビーブームが起こると、児童数は再び増加に
転じた。しかし、1981年度に1,192万人と2度目の
ピークを記録して以降、児童数は40年以上にわたっ
て減少基調を続けている。2000年代に入って減少
ペースはやや緩やかになったものの、直近の2021年
度の児童数は622万人と、戦後最初のピークの半分
以下の水準となっている。
全国の小学校についても、児童数がピークとなっ

たのとほぼ同時期の1957年度に26,988校まで増
加したが、1960年代に入って減少した。これは、昭和
の大合併と呼ばれる大規模な市町村合併が進めら
れるなかで、文部省（現・文部科学省）が1957年に作
成した「学校統合の手引き」に沿って、公立学校の統
合が進められたことが影響していた。
しかし、性急な学校統合に対しては、廃止対象と
なった学校の地元住民などを中心に反対運動が行
われることが多く、場合によっては地域間の対立を招
くケースもみられた。1973年の通達で、文部省が無
理な統合を避け、小規模校の利点を考慮するよう、
設置者である市町村に促したことから、学校統合の
動きはいったん終息することとなった。
その後は、第二次ベビーブームによって児童数が2
度目のピークに向かうなかで、小学校についても緩や
かに増加したものの、25,064校となった1984年度
以降は長らく減少基調を続けてきた。
2000年代に入ると、児童数の減少ペースがそれ

までより緩やかになる一方で、小学校の減少ペース
は速まっている。これは、1999年にスタートした平成
の大合併と呼ばれる市町村合併を契機に、再び公立
学校の統合が各地の市町村で進められるようになっ
たことが大きい。
平成の大合併は、市町村合併特例新法が期限切

れとなった2010年をもって終了したが、市町村が学
校を統合する動きは続いている。全国の小学校数は
2021年度には19,336校まで減少している。

2021年度における小学校の数を都道府県別にみ
ると、1,328校の東京都が圧倒的に多く、以下、994
校の大阪府、984校の北海道、970校の愛知県が続
いており、812校の埼玉県は全国で6番目になってい
る。逆に、小学校が最も少ないのは118校の鳥取県
で、次は160校の香川県である。
平成の大合併がスタートした1999年度から2021
年度までの間に、全国の小学校の数は20.1％減少し
た。この間、都道府県別で最も減少率が大きかったの
は▲44.5％の秋田県で、▲44.4％の青森県が続い
ている。東北地方の減少が目立っているが、▲
37.9％の鳥取県、▲36.6％の北海道、▲36.2％の熊
本県など、減少率が大きい道県は各地方にみられる。
一方、最も減少率が小さいのが▲1.8％の神奈川
県で、▲1.9％の愛知県が続いており、▲3.7％の埼
玉県は全国で3番目となっている。以下、▲5.3％の
沖縄県を除けば、減少率が小さいのは▲6.1％の大
阪府、▲7.6％の滋賀県、▲8.2％の東京都など都心
部の都府県に多い。
出生数の減少が続くなかでも、東京一極集中に代
表されるような、地方から都心部への人口移動が続
いてきたことで、地方の児童数の減少率がより大きく
なる一方、都心部における減少率は小幅なものに抑
えられてきた。これが都道府県別にみた小学校数の
減少率の違いに反映されている。

埼玉県の児童数が1982年度のピークから大きく
減少するなかでも、小学校の減少ペースが全国より
緩やかなものにとどまっているのは、1校あたりの児
童数の違いが影響している。
全国の児童数がピークだった1982年度における
小学校1校あたりの児童数は476.9人で、これが
2021年度には321.9人まで減少した。1学年の人数
を単純平均すると53.6人となる。東京都や大阪府な
どの都心部の都府県を除くとこれらの数字はさらに
少なくなり、地方では1学年で2つの学級を維持する
ことが困難な学校が増えている。
埼玉県でも、小学校1校あたりの児童数はピーク

だった1982年度の813.4人が、2021年度には
447.3人まで減ってきているが、それでも1学年の単
純平均は74.5人となっている。
学校教育法施行規則第41条は、「小学校の学級
数は、12学級以上18学級以下を標準とする。ただし、
地域の実態その他により特別の事情のあるときは、
この限りではない。」と定めており、1学年の標準の学
級数を2～3と想定している。
そもそも、小学校の役割には、義務教育を通じて
個人の個性や能力を伸ばし、人格を高めるという側
面に加えて、社会の形成者として求められる共通の
言語、文化、社会規範などの基礎的な資質を身に着
けさせるという側面がある。
そうしたなかで、児童の数が少なくなると、学級替

えをすることが出来ず、人間関係が固定化してしまう。
児童生徒が集団の中で多様な考えに触れ、認め合
い、協力しあい、切磋琢磨することを通じて一人一人
の資質や能力を伸ばしていくという小学校の特質が
十分に機能しなくなるおそれがある。また、チームで
実施するサッカーや野球などの部活動を行うことに
も大きな制約がかかることになる。
2021年度における全国の公立小学校の学級規

埼玉県の児童数も、全国と同様、1958年度に
351,547人となって戦後最初のピークを迎えたが、
いったん減少した後、1960年代半ば以降は東京一
極集中の影響を受けて急激に増加し、1982年度に
は最初のピークを大きく超えて658,052人に達した。
その後、児童数は減少に転じ、1990年代後半にいっ
たん横ばいとなった後、2000年代の後半からは再び
減少が進んでおり、2021年度には363,199人となっ
ている。

埼玉県の小学校は、482校だった1950年度以降、
徐々に増加していたが、1960年代半ば以降に児童
数が急増したのに合わせて、こちらも増加ペースが
速まった。児童数がピークになった1982年度に809
校に達した後も、1999年度の843校まで増加を続け
たが、その後は緩やかな減少に転じ、2021年度には
812校となっている。

模別学校数をみると、標準の12～18学級は5,640校
と全体の29.9％にとどまっている。標準を下回る6～
11学級が6,309校（33.4％）で最も多く、5学級以下
の小学校も1,777校（9.4％）ある。少子化に歯止め
がかからず、今後も児童数の減少が見込まれるなか
で、全国の小学校の統合がさらに進むことは避けら
れない状況にある。

1999年度の843校から2021年度の812校まで、
31校の減少となった埼玉県の小学校だが、市町村
別にみるとその動きにはバラツキがある。
すなわち、この間、小学校が減少した自治体が県
内で25市町村にのぼる一方、小学校が増加した自治
体が8市町みられる。増加したのはさいたま市、越谷
市、戸田市、朝霞市など都心に近く、通勤通学の利便
性が高い自治体が多い。1校が増加した滑川町も、
2001年に東武東上線の新駅「つきのわ駅」が誕生
して、交通利便性が向上したことが寄与したとみられ
る。これら8市町合計13校の増加が埼玉県全体の減
少率を小さくしている。
一方、小学校の減少数が多いのは5校が減少した
秩父市、4校が減少した春日部市、3校が減少した久
喜市、幸手市、東秩父村だが、平成の大合併で複数
の町村と合併した自治体が多く、財政面などの必要
性から学校統合を迫られた面がある。

内外にその魅力を発信しながら、他の地域や都市と繋
がっていくという新たな国土形成を目指すとしている。

デジタル田園都市国家構想とは
２０２２年６月にデジタル田園都市国家構想基本方
針（以下、『基本方針』と言う。）が閣議決定された。
この構想において、デジタルは「地方の社会課題

（人口減少、過疎化、産業空洞化等）を解決するため
の鍵であり、新しい付加価値を生み出す源泉」である
とし、デジタルインフラを急速に整備し、官民双方で地
方におけるＤＸ（デジタルトランスフォーメーション）を
積極的に推進する必要があるとした。
この構想の意義・目的は、様々な社会課題に直面す
る地方にこそ、テレワークや遠隔教育・遠隔医療など
新たなデジタル技術を活用するニーズがあり、デジタ
ル技術の活用によって、地域の個性を活かしながら地
方の社会課題解決、魅力向上のブレークスルーを実
現し、地方活性化を加速させることにあるとしている。
また、この構想の実現により、地方における都会との
情報・サービスの格差を解消し、暮らす場所、年齢、性
別にかかわらずあらゆる国民がデジタル化の恩恵を
享受できる社会、いわば「全国どこでも誰もが便利で
快適に暮らせる社会」を目指すとしている。
デジタル田園都市国家構想と「田園都市構想」は、
地方の個性を活かすという点に共通性があるが、「田
園都市構想」のスローガンが「都市に田園のゆとりを、

田園に都市の活力を」であったように、大平元首相は、
都市と地方はその役割を相互的に補完しあう関係と
捉え、格差の解消が目的ではなかった一方、岸田首相
はデジタル技術を活用し、都市と地方の情報・サービ
スの格差を解消する（その結果、全国どこでも誰もが
便利で快適に暮らせる社会となる）ことを目標として
いる点で異なると言える。

デジタル田園都市国家構想の取組方針
基本方針では、デジタル田園都市国家構想の実現

に向けた取組方針として、①デジタルの力を活用した
地方の社会課題解決、②デジタル田園都市国家構想
を支えるハード・ソフトのデジタル基盤整備、③デジタ

はじめに
２０２１年１０月に発足した岸田内閣の経済政策とし
て、成長と分配の好循環を目指す「新しい資本主義」
が掲げられた。この「新しい資本主義」の成長戦略の
柱のひとつが、デジタル技術の活用により、地域の個
性を活かしながら、持続可能な経済社会を目指すデ
ジタル田園都市国家構想である。
本稿では、このデジタル田園都市国家構想につい

て、その起源である「田園都市構想」の内容を確認す
るとともに、２０２２年６月に閣議決定されたデジタル田
園都市国家基本方針について整理する。

田園都市構想からの継承
デジタル田園都市国家構想は、１９７０年代に大平
元首相が提唱した「田園都市構想」が基となっている。
この「田園都市構想」は、「都市に田園のゆとりを、田
園に都市の活力を」をスローガンに、国家の長期的な
ビジョンを示したものであるが、この構想の基本的な
考え、方向性については、１９７９年１月の大平元首相
の国会施政方針演説に示されている。
【第８７回通常国会　大平正芳内閣総理大臣施政
方針演説　１９７９年１月２５日】

ル人材の育成・確保、④誰一人取り残されないための
取組の４つが示され、それぞれにＫＰＩ（重要業績評価
指標）が設定されている。
また、基本方針において、地方における取組を促す
ため、地方がイメージしやすいように6つの類型を「地
域ビジョン」として提示している。

今後のデジタル田園都市国家構想の進め方
基本方針では、構想実現に向けた今後の進め方と

して、政府は年内を目途に、「まち・ひと・しごと創生総
合戦略」を抜本的に改訂し、「デジタル田園都市国家
構想総合戦略（仮称）」を作成するとした。また、地方
に対しては、その総合戦略に基づき、コロナ禍やデジ

タル技術の浸透・進展などを踏まえて、目指すべき地
域像を再構築し、地方版総合戦略を改定するよう努
め、具体的な地方活性化の取組を推進するように求
めている。
また、地方公共団体、民間企業、個人など様々な主
体の意欲を高め、広く国民全体の関心を高めるため、
「Digi田甲子園」を開催し、デジタル田園都市国家構
想の実現に向けた地域の取組を広く募集し、特に優
れたものを内閣総理大臣賞として表彰する。地方公
共団体を対象とする「夏のDigi田甲子園」（２０２２年
夏）と、民間企業や個人も参加する「Digi田甲子園」
（２０２２年末）の２種類がある。
デジタル田園都市国家構想は、令和３年度補正予
算と令和４年度予算を合わせると、関連する予算が
総額5.7兆円にも及ぶ。そのうち、デジタル田園都市
国家構想推進交付金は令和３年度補正予算にて
200億円が計上され、地方公共団体におけるサテラ
イトオフィスの整備・運営、利用促進の取組やデジタ
ル実装の取組に対し支援が行われている。

埼玉県のデジタル政策
埼玉県は、２０２１年３月に「埼玉県デジタルトランス

フォーメーション推進計画」を策定した。同計画におい

て、埼玉県が目指すビジョンは、「社会全体のＤＸの実
現による、快適で豊かな真に暮らしやすい新しい埼玉
県への変革」であるとした。新型コロナウイルス感染
症の感染拡大を機に、行政サービスのデジタル化の
遅れが露呈したことにより、喫緊の課題である行政の
デジタル化への対応を中心とした施策となっている。
また、埼玉県では「埼玉版スーパー・シティプロジェ
クト」として、20年、30年先においても地域の活力を
維持するとともに、医療・福祉・商業等の生活機能を

確保し、子どもや高齢者等が安心して暮らせるような
コンパクトなまちづくりを目指している。このプロジェク
トを実現するための要素として、①【コンパクト】必要
な機能が集積しゆとりある魅力的な拠点を構築、②
【スマート】新たな技術の活用などによる先進的な共
助を実現、③【レジリエント】誰もが安心して暮らし続
けられる持続可能な地域を形成の3つを挙げている。
同プロジェクトは、大野知事の２０１９年の知事選にお
ける公約の一つを具体化したもので、必ずしもデジタ
ルに特化したプロジェクトではないが、②で新たな技
術の活用がうたわれている。埼玉県はこのプロジェク
トに参加する市町村を募り、11市町が計画にエント
リーをした。
「埼玉版スーパー・シティプロジェクト」は幅広い分
野で未来社会を志向するものであるが、デジタル田園
都市国家構想は、人口減少や少子高齢化等、特に地
方で深刻化する社会課題に焦点を当て、課題解決を
図ることに重きを置いている。

おわりに
２０１４年に地方創生の取組が始まり約8年が経過
した。日本が抱える人口減少・少子高齢化、東京圏へ
の一極集中、産業の空洞化等の社会課題は未だに解
決に至っていないどころか、むしろ深刻化している状

況である。そのような
中、岸田首相により掲
げられ、動き始めたデ
ジタル田園都市国家
構想。デジタル技術を
活用し地方から全国へ
ボトムアップの成長を
図る新たな地方創生
への取組として、目標
とする「全国どこでも
誰もが便利で快適に暮
らせる社会」が実現す
ることを期待したい。

「田園都市構想」は、地域の自主性や個性を重んじ、
かつ多彩な国土形成を目指すことを目標としたもので
あり、１９７０年代前半に田中角栄元首相が推進し、国
主導の均衡ある発展を目指した「日本列島改造計
画」とは対称的である。
岸田首相は著書「岸田ビジョン（講談社+α新書、

２０２１年）」の中で、「『田園都市構想』は、都市に田園
のゆとりを、田園に都市の活力をもたらし、両者の活
発な交流により地域社会と世界を結ぶ国づくりを目指
すものです。地域の個性を活かし、みずみずしい国民
生活を築いていくことを目標としており、大都市におけ
る過密の解消や生活環境の改善、都市もふるさと社
会と感じることができる『住みよいまち』に変えていこ
うという考えで、現在強く求められている『分断から協
調へ』、『集中から分散へ』、『東京一極集中是正』と
いった方向性とも合致しています。」と述べ、現代の日
本が抱える社会問題に対しても通用する構想である
としている。
「田園都市構想」は１９８０年に大平元首相が在任
中に急逝したため、実際の政策としては殆ど実行に移
されず40年以上が経過した「古い構想」であるが、当
時は存在しなかったデジタルを取り入れ、「新しい構
想」として復活したものがデジタル田園都市国家構想
である。岸田首相は、デジタル技術を活用し、地方が
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県内には、現時点で小学校のない市町村は存在し
ないが、横瀬町や東秩父村のように、既に小学校が1
校になっている町村はある。ちなみに、秩父市は、
2005年に吉田町、荒川村、大滝村と合併したが、旧
大滝村の地域では、最後に残っていた大滝小学校が
2014年に荒川西小学校に統合され、地域内から小
学校が姿を消した。
2021年度時点で、県内で児童数が100人を切っ

た小学校は53校、うち児童数が50人を切っている小
学校が13校ある。2005年に飯能市に編入合併され
た旧名栗村に所在する名栗小学校は児童数が27人、
2006年に旧神川町と新設合併した旧神泉村に所在
する神泉小学校では児童数が16人となっている。
県全体では緩やかに進んでいるように見える小学
校の統合だが、市町村ごとにみればかなりのスピード
で進行している自治体があり、地方で先行する統合
の動きは、埼玉県にとっても決して他人事とはいえな
い状況にある。

財政状況が厳しい市町村にとって、小学校の維持
管理コスト削減や、教職員の効率的な再配分など、
学校統合から得られるメリットは確かに大きいものの、
デメリットがないわけではない。
文部科学省の調査によると、2021年度までの3年
間に実施された全国の小学校の統合では、児童の通

●「夏のDigi田甲子園」における埼玉県の代表

●デジタル田園都市国家構想の全体像

●埼玉版スーパー・シティのイメージ

●「地域ビジョン」の例

①スマートシティ・スーパーシティ

　データ連携基盤などのデジタルやAI、IoTなどの未来技術
を活用して、地域の抱える様々な課題を高度に解決すること
により、新たな価値を創出し、持続可能な地域づくり・まちづく
りを目指す。

②「デジ活」中山間地域

　中山間地域の基幹産業である農林漁業の「仕事づくり」を
軸として、豊かな自然、魅力ある多彩な地域資源・文化等やデ
ジタル技術の活用により、活性化を図る地域づくりを目指す。

③産学官協創都市

　地域産業・若者雇用の創出や、地元企業や地方公共団体と
連携した地方大学の取組を促し、大学を核として地方活性化
が図られるような地域づくりを目指す。

④SDGｓ未来都市

　地方活性化に取り組むに当たり、SDGsの理念を取り込む
ことで、政策の全体最適化や地域課題の解決の加速化という
相乗効果を生み出し、未来志向で持続可能な地域づくりを目
指す。

⑤脱炭素先行地域

　２０３０年度までに民生部門の電力消費に伴うCO₂排出実質
ゼロを実現するにあたり、デジタル技術も活用して脱炭素化
に取り組み、地域課題の解決につなげる地域づくりを目指す。

⑥MaaS実装地域

　地域住民等の移動ニーズに対応して、複数の公共交通やそ
れ以外の移動サービスを組み合わせて検索・予約・決済等を
一括して行うMaaSを実装し、移動の利便性向上等が図られ
たまちづくりを目指す。

実装部門
さいたま市

BIツールを活用したワクチン接種状況の可視化による情報発
信の強化

深谷市

地域通貨ネギ―によるデジタル基盤の構築と新たな自治体
経営について

上里町

オートコールソリューション等を活用した災害発生時の避難
誘導

資料：デジタル庁「デジタル田園都市国家が目指す将来像について」

資料：埼玉県「埼玉版スーパー・シティプロジェクトの基本的な考え方（骨格）」

学距離が延びたことが問題の一つとして指摘されて
いる。統合後に通学時間が30分以上40分未満と
なった児童が全体の31％あり、特に低学年の児童に
とっては大きな負担となっている。
何よりも地域から小学校がなくなれば、その地域の
未来に住民は明るい展望を抱くことが困難になり、住
民の流出を招く。小学校の統合は地域人口の減少を
加速させる引き金となりうる。

埼玉県教育委員会の推計によると、県内公立小学
校の2027年度の児童数は、2021年度の360,477
人から325,530人まで減少する見込みである。児童
数の減少を受けて、今後も県内で小学校の統合が進
むことは避けられないとみられる。各市町村には、オ
ンライン授業を活用するなどして児童の通学時の負
担等を極力抑制しながら、早急に新しい小学校の姿
を模索する努力が求められる。　　   　（井上博夫）

デ ジ デ ン

アイデア部門
秩父市

秩父地域スマートモビリティによるエコタウン創造事業
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